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官庁営繕部における令和６年度の木造化・内装等の木質化の実績 ※注１ 

 

項      目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

新営棟数 45 23 42 

延べ面積(m2) 92,955 28,447 63,192 

 

うち、基本方針において積極的に木

造化を促進するとされている公共

建築物(棟) ※注２ 

22 13 18 

 延べ面積(m2) 2,539 2,001 2,201 

  
うち、木造化された公共建築物

(棟) 

22 13 18 

  （木造化率） (100.0%) (100.0%) (100.0%) 

  延べ面積(m2) 2,539 2,001 2,201 

内装等が木質化された公共建築物(棟)  28 15 19 

 うち、新築等 (棟) ※注３ 17 7 11 

 うち、模様替え (棟) 11 8 8 

木材使用量 (m3) ※注４ 1,000 504 496 

  うち国産材の使用量(m3) 635 363  365 

 （国産材率） (63.5%) (72.0%) (73.6%) 

注１: 官庁営繕費部所管予算のほか、各省庁からの支出委任予算による工事を含む。 

注２: 国が整備する公共建築物（新築等）から、コストや技術の面で木造化が困難であるもののほか、当該建

築物に求められる機能等の観点から木造化になじまない又は木造化を図ることが困難であると判断される

と例示されている施設を除いたもの。 

   （例示）・災害時の活動拠点室等を有する災害応急対策活動に必要な施設 

・刑務所等の収容施設 

・治安上又は防衛上の目的から木造以外の構造とすべき施設 

・危険物を貯蔵又は使用する施設等 

・博物館内の文化財を収蔵し、若しくは展示する施設 

  ただし、令和３年度末までに設計に着手しているもの又は基本計画等を公表しているものにあっては、以

下を除いた低層の建築物。 

○建築基準法その他の法令に基づく基準において耐火建築物とすること又は主要構造部を耐火構造とす

ることが求められる公共建築物。 

○当該建築物に求められる機能等の観点から、木造化になじまない又は木造化を図ることが困難である

と判断されると例示されている公共建築物 

    （例示）・災害時の活動拠点室等を有する災害応急対策活動に必要な施設 

・刑務所等の収容施設 

・治安上又は防衛上の目的から木造以外の構造とすべき施設 

・危険物を貯蔵又は使用する施設等 

・伝統的建築物その他の文化的価値の高い建築物。 

・博物館内の文化財を収蔵し、若しくは展示する施設 

注３:木造化された公共建築物の棟数は除いたもので集計。 

注４:当該年度に完成した公共建築物において、木造化及び木質化による木材使用量。 

また、木造化を図った公共建築物の内、使用量が不明なものは、 0.22 m3／m2で換算した換算値。 

なお、内装等に木材を使用した公共建築物で、使用量が不明なものについての木材使用量は未計上。 
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○ 令和６年度に完成した事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

           

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

北九州航空基地(福岡県北九州市) 

駐輪場(木造化) 

涸沼水鳥・湿地センター(茨城県茨城町) 

展示施設(木造化)  

那覇第 2地方合同庁舎 3号館(沖縄県那覇市) 

パーゴラ(木造化)  

温根湯合同森林事務所(北海道北見市) 

庁舎(木造化)  

松江法務総合庁舎(島根県松江市) 

庁舎(内装等の木質化)  

徳島法務総合庁舎(徳島県徳島市) 

庁舎(内装等の木質化)  
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令和８年６月１日 

 大臣官房官庁営繕部 

建築物等の利用に関する説明書の作成例について 

～官庁施設の適正な保全を推進～ 

官庁施設の使用や保全等の基礎資料として完成時に作成する「建築物等

の利用に関する説明書」について、これまでの整備実績等を参考に作成例を

取りまとめました。 

 
〇今回公表する作成例では、庁舎の基本的な使用方法や注意点等をまとめた

説明書の「本編（RC 造等の非木造）」、「木造編」と災害発生時等の非常

時の使用方法等をまとめた「防災編」の３編を取りまとめています。 

〇公共建築物において木造建築物等の整備が着実に進んでいることを踏ま

え、「木造編」については、国及び地方公共団体で構成される全国営繕主

管課長会議で取りまとめています。 

〇このほか、説明書を作成する際の構成、留意事項、記載内容等を示した「建

築物等の利用に関する説明書作成の手引き」についても、作成例を踏まえ

た見直しを行っています。 
 

【作成例の取りまとめで重点を置いた項目】 

＜本編（RC 造等の非木造）・木造編共通＞ 

・建築・設備の視点から多くの保全対象部位を盛り込み、様々な施設に適

用できるよう内容を充実 

・保全の周期や方法について、法的根拠や建築保全業務共通仕様書の対応

箇所を明記するなど、作成者の負担軽減や管理者の効率的な保全に寄与 
 

＜木造編＞ 

・木造特有の内容を区別し、非木造と共通する内容を本編と統一化するこ

とにより、今後整備事例の増加が見込まれる混構造の建築物にも対応 
 

＜防災編＞ 

・非常時に使用する設備等の使用方法や点検方法等を、施設管理者で対応

する観点から分かりやすく記載 
 

詳細については参考資料「建築物等の利用に関する説明書の作成例につい

て」もあわせてご覧ください。 

「建築物等の利用に関する説明書」の作成例や手引きは、次の国土交通省

ホームページをご参照ください。 

https://www.mlit.go.jp/gobuild/kijun_kentikubuturiyou_tebiki.html 

 

【問合せ先】 

本編、防災編について：大臣官房官庁営繕部計画課保全指導室 阿部、柏﨑 

TEL：03-5253-8111（内線 23314、23318）、03-5253-8248（直通） 

木造編について：大臣官房官庁営繕部整備課木材利用推進室 下野、水瀨 

TEL：03-5253-8111（内線 23663、23475）、03-5253-8949（直通） 
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【参考資料１】建築物等の利用に関する説明書の作成例について

工事の受注者
（建設会社）

工事の発注者
（国交省等）

施設の管理者等
（各省各庁）

説明書の提出※

※公共建築工事標準仕様書により提出を義務づけ（工事請負契約の成果物）

説明書の引き渡し

作成例の主な構成

工事 維持管理

１．はじめに（目的・概要）
２．想定される災害等
３．非常時の使用方法※

４．ライフライン等設備の緊急点検実施方法と

応急復旧の方法※
・ライフライン等設備図
・緊急点検の実施方法及び応急復旧の方法
・業務継続計画のために考慮すべき事項 等

１．はじめに（目的・概要）
２．使用の手引き
・設計主旨
・施設概要
・使用条件
・使用方法
・将来の改修・修繕における
留意事項

３．保全の手引き※
・保全の方法※・・・参考資料２参照
・法定点検等整理表
・支障がない状態の確認項目等
・届出書類一覧表、官公署連絡先一覧表
・設計及び工事担当者一覧表、資材・機材一覧表 等

３．保全の手引き※
・保全の方法※・・・参考資料２参照
・法定点検等整理表
・支障がない状態の確認項目等
・届出書類一覧表、官公署連絡先一覧表
・設計及び工事担当者一覧表、資材・機材一覧表 等

５．保全台帳
・点検及び確認記録
・修繕履歴 等

【本編（非木造）・木造編】

【防災編】

＜本編・木造編共通＞
・建築・設備の視点から多くの保全
対象部位を盛り込み、様々な施
設に適用できるよう内容を充実
・保全の周期や方法について、法
的根拠や建築保全業務共通仕様
書の対応箇所を明記するなど、作
成者の負担軽減や管理者の効率
的な保全に寄与
＜木造編＞
・木造特有の内容を区別し、非木
造と共通する内容を統一化して混
構造にも対応

○官庁施設の保全等の基礎資料として完成時に作成する「建築物等の利用に関する説明書」の作成例として、
これまでの整備実績等を参考に「本編」、「木造編」、「防災編」を取りまとめ。

○「本編」と「木造編」では保全の方法を、 「防災編」では非常時の使用方法等の項目に重点を置いて作成。

＜防災編＞
・非常時に使用する設備等の使用
方法や点検方法等を、施設管理
者で対応する観点から分かりや
すく記載

※取りまとめで重点を置いた項目

４．保全計画
・中長期保全計画
・年度保全計画 等



写真や図（平面や立
面）で保全対象部位を
分かりやすく説明

点検等に当たっての法的根拠や建築保
全業務共通仕様書の対応箇所を明記

【作成例（木造編） ３.保全の手引きより抜粋】

木造編では木造
特有の注意事項
等を充実 様々な施設に対応で

きるよう保全対象項
目を充実させ、部門別
に分類

【参考資料２】建築物等の利用に関する説明書の作成例について
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研修名
専門課程 公共建築物木材利用推進 【集合】（令和７年度～）

（平成 27～令和６年度：「木材利用推進」）

事務 技術

○ ○

目 的・

重点事項

公共建築物における木材の利用を推進するために必要となる総合的な専門知識を修得させる

ことを目的とする。

 以下の点を重点項目とする。

① 公共建築物の木材利用に関する最新の動向の把握

② 公共建築物の木材利用にあたり必要となる関連法令や基準等に関する専門的な知識の修得

③ 木造公共建築物の企画・計画にあたって必要となる専門的かつ総合的な知識の修得

対象者

国土交通省、他府省、都道府県、政令指定都市、特別区、市、町村又は独立行政法人等の職

員で、国・地方公共団体の庁舎等公共建築の施設整備等に係わる業務を担当し、次のいずれか

に該当する者

① 地方整備局等本局・事務所の係長又はこれらと同等の職にあると認められる者

② ①と同程度の職にある者

定員(人)

※目安

国土交通省 他府省 地方公共団体 独立行政法人等 団体 計

１６ ５ １１ ３ ３５

研修期間
２７．５時間

５日間

令和８年 １１月 ９日（月）～

令和８年 １１月１３日（金）

カリキュラ

ム内容

(予定時間)

１．講義（１８．５）

① 公共建築物における木材利用の推進、木材及び木質系材料の特性、木造における構造設計

上のポイントや留意事項、建築基準法と防耐火設計、木造建築物の耐久性向上のポイント

② 木造公共建築物の材工分離発注、計画・設計段階からの木材調達方法、木造建築物の施工

管理、木造設計事例、木造建築物に関する最近の動向、森林資源の循環利用

２．課題研究（３．０）

３．実地見学（４．５）

４．その他（１．５）

  入校式、修了式、オリエンテーション、ガイダンス

計 ２７．５

前年度からの

主な変更点
・研修開催時期の変更（９月→１１月）

担当

国交大・本省

国交大：計画管理部 建築科 （ＴＥＬ：０４２－３２１－７０７４）

本 省：大臣官房 官庁営繕部 整備課 木材利用推進室

備  考 テキスト代（予定）１９,０００円、移動交通費（予定）３，０００円

 



講　師（敬称略） 時間数 概　　要

公共建築物における木材利用の推
進について

国土交通省 大臣官房 官庁営繕部
 整備課 木材利用推進室
　　課長補佐　下野 恵理子

1.0
木材利用促進法に関する内容、国土交通省の取組、昨今の公
共木造建築物整備の動向等について、総論的な講義

木材及び木質系材料の特性
東京大学大学院 農学生命科学研究科
　　教授　青木 謙治

2.0
木材の基本的な知識や、公共建築物で木材を使用する場合の
留意事項について

木造における構造設計上のポイン
トや留意事項

東京大学 生産技術研究所
　　教授　腰原 幹雄

2.0 木造における構造設計上のポイントや留意事項について

建築基準法と防耐火設計
桜設計集団一級建築士事務所　代表
早稲田大学 理工学研究所 招聘研究員
　　安井 昇

2.0
建築基準法等関係法令の要点と木造建築物に求められる防
火・耐火性能を満たす設計手法について

木造建築物の耐久性向上のポイン
ト

関東学院大学
　　名誉教授　中島 正夫

2.0
建築計画、細部設計、維持保全の観点での木造建築物の耐久
性向上のポイントについて、事例による留意事項等について

小　計 9.0

木造公共建築物の材工分離発注
鶴岡市教育委員会　管理課施設係
　　専門員　後藤 章子

1.5 鶴岡市における木造公共建築物の発注方法と事例紹介

計画・設計段階からの木材調達方
法

特定非営利活動法人 木の家だいすきの会
　　代表理事　鈴木 進

1.5
計画・設計の段階毎の木材調達調整方法の手順や調達体制に
ついて、事例による留意事項等について

木造建築物の施工管理
（一社）日本CLT協会 企画・設計支援室　委員
ＭＳ木造建築研究所　代表
　　塩﨑 征男

1.5
軸組工法、ＣＬＴパネル工法等の施工管理について、事例による
留意事項等について

木造設計事例
（株）手塚建築研究所 代表取締役
東京都市大学 教授
　　手塚 貴晴

1.5
木材を生かした設計事例の紹介による、設計又は施工する上で
の留意事項等について

木造建築物に関する最近の動向
東京都市大学
　　名誉教授　大橋 好光

1.5
CLT・LVL等の取組を始め、規制緩和や技術開発に伴う昨今の
状況について

森林資源の循環利用

林野庁 林政部 木材利用課
 建築物木材利用促進グループ 木造公共建築物促進
班
　　課長補佐　長谷川 学

1.5
森林の多面的機能、我が国の森林資源・林業・木材産業の状
況、木材利用の意義等について

小　　計 9.0

東京都市大学
　　名誉教授　大橋 好光

国土交通省 大臣官房 官庁営繕部
 整備課 木材利用推進室
　　室長　德尾 英介
　　課長補佐　下野 恵理子
　　木造企画係長　戸邉 尭暉

自己紹介・業務紹介 1.5
木材利用に関する業務上の課題・悩み等の共有や討議を班毎
に実施

小　　計 3.0

実地見学
・FLATS WOODS 木場
・木材会館

4.5 木材を活用した建築物の事例について現地調査

小　　計 4.5

入校式・修了式等 1.5

小　　計 1.5

27.0

木造建築物の計画・企画段階、事業調達段階、保全段階等で留
意すべき検討内容等について、研修生、外部講師と国の担当者
による討議形式で行う講義

実
地
見
学

そ
の
他

合　　計

令和７年度　専門課程　公共建築物木材利用推進研修　カリキュラム表

　
専
門
科
目

課
題
研
究

木造建築物の企画・計画等 1.5

教　科　目

基
本
科
目
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使用教室　２０３教室

（敬称略）

月 曜

／ 昼食

日 日

9

／ 月

29

9

／ 火

30

10

／ 水

1

10

／ 木

2

10

／ 金

3

令和７年度　専門課程　公共建築物木材利用推進研修【集合】　時間割

8:30 12:50

8:50 11:50 17:15

 13:30～
　入校式
　オリエンテーション
　ガイダンス

14:45～15:40
【公共建築物におけ
る木材利用の推進

について】

国土交通省 大臣官房
官庁営繕部 整備課

木材利用推進室
課長補佐

下野 恵理子

15:50～17:15
【自己紹介・業務紹介】

（班別討議）

15:20～17:15
【建築基準法と防耐火設計】

桜設計集団一級建築士事務所 代表
早稲田大学 理工学研究所

招聘研究員
安井 昇

10:25～11:50
【木造設計事例】

（株）手塚建築研究所
代表取締役

東京都市大学　教授
手塚 貴晴

自
習

13:15～15:10
【木造における構造設計上の

ポイントや留意事項】

東京大学 生産技術研究所
教授　腰原 幹雄

8:30～10:15
【木材及び木質系材料の特性】

東京大学大学院
農学生命科学研究科

教授　青木 謙治

自
習

8:50～10:15
【木造公共建築物の

材工分離発注】

鶴岡市教育委員会
管理課施設係

専門員　後藤 章子

10:25～11:50
【木造建築物の施工管理】

（一社）日本CLT協会
企画・設計支援室　委員

ＭＳ木造建築研究所　代表
塩﨑 征男

自
習

13:15～15:10
【木造建築物の

耐久性向上のポイント】

関東学院大学
名誉教授　中島 正夫

15:20～16:45
【森林資源の循環利用】

林野庁 林政部 木材利用課
建築物木材利用促進グループ

木造公共建築物促進班
課長補佐　長谷川 学

自習

～11:15
全体討議

事前提出票
提出

【実地見学】

FLATS WOODS 木場／木材会館

自
習

8:50～10:15

【木造建築物に関する
最近の動向】

東京都市大学
名誉教授　大橋 好光

10:25～11:50
【木造建築物の企画・計画等】

（全体討議）

東京都市大学
名誉教授　大橋 好光

国土交通省 大臣官房 官庁営繕部
整備課 木材利用推進室

室長　德尾 英介
課長補佐　下野 恵理子

木造企画係長　戸邉 尭暉

自
習

13:00～
　修了式

9:25～10:50
【計画・設計段階からの

木材調達方法】

特定非営利活動法人
木の家だいすきの会
代表理事　鈴木 進

自
習
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公共建築物における木材の利用の促進に関する懇談会 設置規約 

 

 

（趣旨） 

第１条  公共建築物における木材の利用の促進について、学識経験者からの

意見等を踏まえた効果的な政策の立案及び実施をするために、官庁営

繕部に公共建築物における木材の利用の促進に関する懇談会（以下「懇

談会」という。）を設置する。 

 

（委員) 

第２条  懇談会の委員は、別紙の掲げる者とする。 

２  懇談会の委員は、必要に応じて追加を行うことができる。 

 

（座長） 

第３条  懇談会には座長を置く。 

２  懇談会の座長は、懇談会に属する委員の互選により選任する。 

 

（懇談会の議事） 

第４条  懇談会の議事は原則として非公開とする。 

２  懇談会の議事概要については、懇談会終了後速やかに作成の上、内容

について委員に確認を得た後、国土交通省ホームページにおいて公開

する。 

３  懇談会の会議資料については、会議後、速やかに国土交通省ホームペ

ージにおいて公開する。 

４  前２項の規定にかかわらず、懇談会において特に必要があると認め

た場合は、議事概要及び会議資料の全部又は一部を非公開とすること

ができる。 

 

（参考人の出席） 

第５条  懇談会は、座長が必要と認めるときは、参考人を招いて意見を聞く

ことができる。  

 

（守秘義務） 

第６条  懇談会委員及び参考人は、懇談会を通じて知り得た秘密を漏らして

はならない。その職を退いた後も同様とする。 

 

（事務局） 

第７条  懇談会の事務局は、国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課木材利用

推進室に置く。 

 

 

【参考資料１】
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（その他） 

第８条  この規約に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、

座長がこれを定める。 

 

附則 

１ この規約は、平成 25年３月 18日から施行する。 

２ この規約は、令和６年７月８日から施行する。 

３ この規約は、令和７年４月８日から施行する。 

  



 

公共建築物における木材の利用の促進に関する懇談会 委員 

 

内海 彩 
株式会社 内海彩・長谷川龍友建築設計事務所 代表取締役 

NPO法人 Team Timberize 理事 

大橋 好光 木を活かす建築推進協議会 代表理事 

大村 和香子 京都大学 生存圏研究所 教授 

河合 直人 工学院大学  名誉教授 

腰原 幹雄 東京大学 生産技術研究所  教授 

信太 洋行 東京都市大学 准教授 

恒次 祐子 東京大学大学院 教授 

林 立也 千葉大学大学院 教授 

松山 賢 東京理科大学 教授 

 五十音順 

 

別紙 


